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（写真）UNHCR “国連 UNHCR ２５年４月時点の難民数は１．２億人、ベネズエラ人は約６２０万人” 

 

 

２０２５年６月１１日（水曜） 

 

政 治                     

「トゥルバイ大統領選候補への発砲事件続報 

～共犯者少なくとも５人、政治的な理由か～」 

「Chevron 停止後も送還継続 ２日で２９３人送還」 

「主要野党 ７月の全国市長選に見解表明」 

経 済                     

「CITGO 競売 再び応札期限が延長」 

「フランチャイズ団体 制裁は民間投資阻害しない」 

「公定レート １ドル＝１００ボリバル突破」 

「ベネズエラ国内でユーロ建て誤認誘導が増加」 

「再生可能エネルギー使用量 ２５％増」 

 

２０２５年６月１２日（木曜） 

 

政 治                    

「国連 UNHCR ベネズエラ難民数は６２０万人 

～シリア・アフガニスタンを抑えトップに～」 

「米国政府 ５３万人に滞在許可の失効を通知」 

「MCM 氏 米政府に政権交代後の計画を提案」 

「チャベス政権時代の古株政治家を逮捕？」 

「ウルグアイ 近日中にベネの領事業務を再開」 

経 済                    

「新ショッピングセンター ３施設を建設中」 

「２５年 Q１ Valero Energy ベネ原油４６％購入」 

「トルコ・ベネズエラ商工会 新役員決定」 
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２０２５年６月１１日（水曜）             

政 治                       

「トゥルバイ大統領選候補への発砲事件続報     

  ～共犯者少なくとも５人、政治的な理由か～」      

 

６月７日 コロンビア大統領選への出馬意志を表明し

ていたミゲル・ウリベ・トゥルバイ上院議員（３９歳）

が、選挙イベントの際に頭部などに複数の発砲を受けて

緊急搬送された（「ベネズエラ・トゥデイ No.1227」）。 

 

手術は終了し容体は安定しているが、依然として危険な

状態が続いているという。 

 

また、トゥルバイ上院議員に発砲した１５歳の少年は逮

捕されており、現在警察が事件の動機など捜査を進めて

いる。 

 

コロンビア系メディア「Noticias Caracol」は、本件の進

捗について報道。 

 

Noticias Caracol によると、発砲当時の防犯カメラの映

像を確認したようで、この映像によると、この事件は計

画的なもので、実行犯の少年以外に５人の共犯者がいる

という。 

 

映像で確認できるのは、１５歳の少年がバイクに乗り、

一般人としてイベント会場に到着し、その後、いくつか

の道を移動し、駐車していたグレーの自動車の前で歩み

を止め、この自動車の運転手と数分間会話をしていたと

いうものだった。 

 

この間、実行犯の少年は２度、誰かに電話をかけていた

ようだ。 

 

ただし、警察当局は「少年逮捕時には携帯電話などは所

有していなかった」と説明していた。 

また、事件関係者の逃走を手助けするために用意された

とされるシルバーの自動車の存在も報じられている。 

 

他、映像の中には、実行犯の少年が逮捕された時に着て

いた服と別の服を着ていた映像もあったという。 

 

この報道が事実であれば、少年の個人的な政治思想から

くる発砲事件ではなく、政治的な理由による計画的な事

件だったことになるだろう。 

 

 

（写真）@Canal1Colombia 

 

「Chevron 停止後も送還継続 ２日で２９３人送還」         

 

トランプ政権は、Chevron のベネズエラでの事業活動を

許可していた制裁ライセンス No.41 を５月２７日付で

失効させた。 

 

制裁ライセンス No.41 に変わる新たな制裁ライセンス

は公表されていないが、一般には非公開の形で制裁ライ

センスが発行されているようで、この新たな制裁ライセ

ンスにより、Chevron はベネズエラでの産油活動、原油

販売は出来ないが、設備の維持が許可されていると報じ

られている。 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/3e889cf54fc65a294fc8e577c3dc2222.pdf
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マドゥロ政権にとって望む形にならなかったが、現時点

でマドゥロ政権はトランプ政権を強く批判する姿勢は

執っておらず、トランプ政権が重要視するベネズエラ不

法移民の送還にも協力的な姿勢を維持している。 

 

マドゥロ政権は、６月１０日に米国からベネズエラ不法

移民１４１名を受け入れた。 

 

また、翌１１日にも米国から１５２人のベネズエラ不法

移民を受け入れた。つまり、この２日間で２９３人が送

還された。 

 

２０２５年２月 米国でマドゥロ政権との交渉役を務

めている Richard Grenell 特使とマドゥロ大統領が不法

移民の送還で合意してから、この４カ月間で５７６８人

のベネズエラ不法移民が送還されている。 

 

「主要野党 ７月の全国市長選に見解表明」         

 

「選挙管理委員会（CNE）」は、全国市長・市議会議員

選を７月２７日に開催すると発表していた（「ベネズエ

ラ・トゥデイ No.1226」）。 

 

主要野党を中心に構成される野党グループ「統一プラッ

トフォーム（PUD）」は、本件について声明を発表した。 

 

発表文の内容を読む限り、非常に曖昧。 

「７月の選挙には参加しない」と認識できるような文章

だが、「選挙での問題解決を志向する」と言及している。 

 

要約すると以下のような内容。 

 

 

PUD は民主的で憲法規則に準じた選挙での問題解決を

志向している。 

 

 

しかし、CNE は２０２４年７月２８日に行われた大統

領選で民意と異なる結果を発表しており、PUD は今回

の選挙についても民主的で憲法規定に準じた選挙が実

施されないと認識している。 

 

PUD は、引き続き民主的で憲法規定に準じた透明性の

高い選挙の実施の道を模索する。 

 

 

一方、PUD を構成する主要野党の１つである「第一正

義党（PJ）」は、PUD の声明とは別途声明を発表。 

 

７月２７日の選挙について、「国民の関心を逸らそうと

するマドゥロ政権による違法な工作行為」「本当の反対

勢力を弱体化させるための戦略」と指摘。 

 

「我々の決定は選挙を棄権することではなく、国民主権

と投票結果の一致を擁護する行為」と主張。 

 

いずれにせよ、７月２７日に予定されている全国市長・

市議会議員選には参加しない姿勢をより明確に打ち出

している。 

 

経 済                        

「CITGO 競売 再び応札期限が延長」           

 

米国デラウエア州裁判所の Leonard Stark 判事は、

CITGO 競売（正確には CITGO の１００％持株会社の

PDV Holdings の競売）のスケジュールを更に後ろ倒し

にすることを決定したようだ。 

 

同競売の応札期限は何度か延長が繰り返されているが、

今回は６月１８日が応札期限になったという。 

 

 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/22a6d8499d6e5a321e3dfd6b225a99a3.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/22a6d8499d6e5a321e3dfd6b225a99a3.pdf
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また、新たなスケジュールでは７月２日に落札者が発表

される予定となっている（その後、７月９日まで他の応

札者による反対を受け付ける期間が設けられる）。 

 

なお、直近では米国投資ファンド「TPG Angelo Gordon」

が同競売に関心を示しており、応札を行う可能性が報じ

られている（「ベネズエラ・トゥデイ No.1224」）。 

 

「フランチャイズ団体 制裁は民間投資阻害しない」                  

 

「ベネズエラ・フランチャイズ商工会（Profranquicia）」

の Ricardo Antequera 代表は、「ベネズエラに新たなフ

ランチャイズや過去にベネズエラに進出していたフラ

ンチャイズが再参入している」と指摘。 

 

経済制裁下でも民間セクターには新たな投資が流入し

ているとの見解を示した。 

 

Antequera 代表は、「制裁は民間セクターの投資を禁止

しておらず、制限をかけていない」と説明。 

「制裁がフランチャイズ経営に影響を与えることはな

い」との見解を示した。 

 

また「フランチャイズは、コンセプトの進出であり、自

社商品の資材、ブランド利用券、ノウハウやビジネスモ

デルの提供であり、他国への進出が容易」と説明。 

 

「現地に直接資本を投下することなく、ベネズエラに進

出できるため、制裁下でもフランチャイズの進出は続く」

との見解を示した。 

 

一方で、為替レートや価格統制などのリスクについても

触れ、進出に当たり重要な部分について取り決めを交わ

す必要性について補足した。 

 

 

 

「公定レート １ドル＝１００ボリバル突破」                  

 

６月１１日 ベネズエラの公定レート「両替テーブル」

の平均レートが１ドル１００ボリバルを突破した。 

 

同日の為替レートは、１ドル１００．３３９６ボリバル。 

公定レートが１ドル１００ボリバルを超えるのは同日

が初めてになる。 

 

なお、６月１２日には１ドル１０１．０８ボリバルとな

っており、ボリバル安の傾向は続いている。 

 

２０２５年１月２日時点の両替テーブルの為替レート

は１ドル５２．５１ボリバルだったので、５カ月半でボ

リバルの価値がドルに対して半分になったことを意味

する。 

 

 

（写真）ベネズエラ中央銀行 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/282066ffbbb97d6396f171ad3fe14d1c.pdf
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「ベネズエラ国内でユーロ建て誤認誘導が増加」                  

 

ベネズエラの世論調査会社「Datanalisis」の José Antonio 

Gil 氏は、インターネットのインタビュー番組に出演。 

 

ベネズエラ国内でユーロを基準に使用する店舗が増え

ていると指摘した。 

 

Gil 氏は店舗がユーロを基準にする理由について説明。 

 

「一般的にユーロは、ドルよりも価値が高く評価されて

いる」「従って、目に見える価格ではドルで表記されて

いるが、現地通貨に換算される際にユーロの価値に基づ

いて計算されている」 

「ベネズエラでは、ドル建てで表記される際に“REF”と

記載する習慣がある」 

「そのような事情から、多くのベネズエラ人は、価格が

ドルで表記されていると思い込んで購入する」 

「しかし、実際はユーロ建てで換算されており、想定よ

りも高額で商品を購入することになる」 

と説明した。 

 

この問題について、与党関係者も指摘しており、将来的

に何らかの取り締まりや規制が行われる可能性が高そ

うだ。 

 

「再生可能エネルギー使用量 ２５％増」         

 

ベネズエラの「高等行政研究所 (IESA)」は、ベネズエ

ラの再生可能エネルギーに関するフォーラムを開催。 

 

IESA によると、ベネズエラの再生可能エネルギーの使

用量が２５％増加したという（いつの時点と比べて２

５％増えたのかは不明）。 

 

 

 

再生可能エネルギーに関するプロジェクトは、カラカス

首都区、ラグアイラ州、ヌエバエスパルタ州などで実際

に始まっており、発電能力も拡大しているという。 

 

２０２５年６月１２日（木曜）              

政 治                       

「国連 UNHCR ベネズエラ難民数は６２０万人     

  ～シリア・アフガニスタンを抑えトップに～」        

 

「国連難民高等弁務官事務所（UNHCR）」は、世界の難

民数を更新。２５年４月時点で１億２２１０万人の難民

が存在すると発表した。 

 

この数字は、前回（２０２４年１２月末）の１億２３２

０万人から減ったことを意味するが、依然として深刻な

水準になるとの懸念を表明した。 

 

なお、難民が減少した要因の１つとして、シリアのアサ

ド政権が崩壊したことで、約２００万人のシリア難民が

祖国に戻ることが出来たことが理由としている。 

 

シリア、アフガニスタンで難民が減少したことで、ベネ

ズエラの難民数がトップになった（下データ）。 

 

 

（写真）UNHCR 
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UNHCR によると、ベネズエラの難民数は約６２０万人。 

 

この６２０万人は、「難民」と「国際的な保護が必要な

人」の２つのカテゴリーに分けられており、「難民」に

分類されたベネズエラ人は３７万人、国際的な保護が必

要な人」に分類されたのは約５９０万人だったという。 

 

なお、ベネズエラ人の受け入れが最も多い国はコロンビ

アで約２８０万人。 

 

次いで、ペルーが約１１０万人、ブラジルが６０．６万

人、チリが５２．４万人、エクアドルが４４．２万人と

続く。 

 

なお、ベネズエラ移民に対する対応が特に厳しい米国に

ついては１１．７万人と他の南米諸国と比べてかなり少

ない数字になっている。 

 

この報告書の公表を受けて、マドゥロ政権は「UNHCR

は、国際マフィア組織 USAID のために活動している」 

「UNHCR の活動は、人道問題を解決するという目的と

はほど遠く、彼らの公開する情報は、ベネズエラの国家

主権を攻撃し、その資金を集めることを正当化するため

のプロパガンダになっている」 

と訴えた。 

 

「米国政府 ５３万人に滞在許可の失効を通知」           

 

６月１２日 「米国国土安全保障省（DHS）」は、キュ

ーバ、ハイチ、ニカラグア、ベネズエラ移民に対する特

別な滞在許可（各国の頭文字を取って CHNV）の保有

者５３万人に対して、失効の通知を開始したと発表した。 

 

DHS の正式な発表の前に CNN が電子通知を受け取っ

た関係者の情報を報じており、既に失効の通知開始は周

知の事実になっていた。 

 

通知内容は 

「この通知は、あなたの保護措置が執り消されたことを

通知するものです」「あなたが出国しない場合、あなた

は自身の意思で秩序だった帰国をする機会を与えられ

ることなく、拘束あるいは強制退去の対象になる可能性

があります」 

と書かれているという。 

 

他、CHNV は米国での労働を許可するものでもあるた

め、CHNV の失効に伴い米国での就労も禁止される旨

が記載されているという。 

 

「MCM 氏 米政府に政権交代後の計画を提案」            

 

６月１２日 野党主流派のリーダーであるマリア・コリ

ナ・マチャド氏（MCM）は、米国政府にマドゥロ政権

倒壊後のベネズエラの再建計画を提案したことを明ら

かにした。 

 

MCM 氏の説明によると、ベネズエラに民主主義が再び

回復した場合、民営化が加速し、国際組織からの融資を

受けることが可能になると説明。 

 

MCM 氏は、政権交代に向けた準備を進めていると説明。 

 

そのために「国際通貨基金（IMF）」や「世界銀行（BM）」

と中長期計画について協議を行っていると述べた。 

 

重要な目標の１つは、産油量を現在の日量９０万バレル

から日量３４０万バレル（故チャベス政権以前のベネズ

エラの産油量）まで回復させること。 

 

更に、この数字は民間企業の投資を受けることで日量６

００万バレルまで増やすことが出来るとの見解を示し

た。 
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提案は「石油」「ガス」「鉱物」「電力」「医療」「教育」

「物流」「金融」「不動産」「技術」「観光」「農業」の１２

のテーマに分類されているという。 

 

「チャベス政権時代の古株政治家を逮捕？」         

 

ベネズエラ人ジャーナリストのウラディミール・ビジェ

ガス氏は、自身のソーシャルメディア・アカウントにて、

故チャベス政権時代に財務大臣を務めた古株政治家ロ

ドリゴ・カベサ氏が公安組織 SEBIN に拘束されたと投

稿した。 

 

非政府系団体「政治犯自由委員会」も、スリア州マラカ

イボにてロドリゴ・カベサ氏が拘束されたと訴えている。 

 

ただし、現時点でマドゥロ政権から正式な発表はなく、

逮捕された理由も分かっていない。 

 

 

（写真）Al Navio 

 

「ウルグアイ 近日中にベネの領事業務を再開」         

 

６月１３日 マドゥロ政権のイバン・ヒル外相は、ウル

グアイとベネズエラの領事業務を近日中に再開すると

発表した。 

 

直近でウルグアイ政府の Mario Lubetkin 外相もベネズ

エラでの領事機能の再開を望むとの発言をしていた

（「ベネズエラ・トゥデイ No.1228」）。 

 

マドゥロ政権は、テロ組織の一員としてウルグアイ人を

拘束している（「ベネズエラ・トゥデイ No.1186」）。 

しかし、ウルグアイ政府はベネズエラで領事対応が出来

ないため、本件の対応に苦慮していた。 

 

経 済                       

「新ショッピングセンター ３施設を建設中」            

 

「 ベ ネ ズ エ ラ ・ シ ョ ッ ピ ン グ セ ン タ ー 商 工 会

（Cavececo）」の Claudia Itriago 代表は、現在ベネズエ

ラで３つのショッピングセンターの建設工事が進んで

いるとコメントした。 

 

Itriago 代表によると、２つのショッピングセンターは

内陸部で、もう１つはカラカスだという。また、建設が

来年に持ち越された計画もあると補足。今後も新たなシ

ョッピングセンターが建設される可能性について言及

した。 

 

他、１１月に「サンビル・カラカス」にアパレルブラン

ドの「H&M（Hennes & Mauritz AB）」が出店すると説

明した。 

 

「２５年 Q１ Valero Energy ベネ原油４６％購入」         

 

米国「エネルギー情報局（EIA）」によると、２０２５年

１～３月の米国のベネズエラ原油輸入量は日量２６．２

万バレルだった。 

 

また、この日量２６．２万バレルのうち４６％（日量１

２．１万バレル）は、「Valero Energy」が購入したとい

う。 

 

他、同期間に Chevron が購入したのは日量６．２３万

バレルで、前年同期比１０４％増（約２倍）だった。 

 

https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/905c58ca7d54c02ffa56ab8919114090.pdf
https://veneinvestment.com/wp-content/uploads/0facace086d082645500ba4d42781cf2.pdf
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「トルコ・ベネズエラ商工会 新役員決定」         

 

６月１２日 トルコ・ベネズエラ商工会議所（Cavetur）

は総会を開催し、Cavetur の役員を決定した。 

 

任命された役員は以下の通り。 

 

代表:  Hairy Kucukyavuz 氏 

第１副代表: Giussepe Sblano 氏 

（Inversiones trienio TMO） 

第２副代表 Tonny Succar 氏（Empaquetadora Las Nieves） 

財務担当: María Herrera 氏（Banco Plaza） 

第１部長: Yoiver Valenzuela 氏（Bancamiga） 

第２部長: Yesel Calzadilla 氏 

（Constructora Metales y Petróleo） 

第３部長: Marlene de Torregon 氏 

（Claudia Díaz Invershow） 

第４部長: Luis Cano 氏（Grupo Tres Automotriz） 

第５部長: Salim Aboul Molino 氏（Flexopack） 

 

新たに代表に任命された Hayri Kucukyavuz 氏は、両国

の観光・農業分野の経済関係を更に発展させると説明。 

 

今後３年間で両国の取引を３０億ドルにするとの目標

を掲げた。 

 

以上 

 


